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律」（『社会経済史学』第 77 巻第 2 号）は、
1910 年代以降の日本での会計士（計理士）
監査制度揺籃期の事情を描いたものである。
現代でも企業不祥事が起こるたびに、しば
しば公認会計士は不正をチェックできなか
ったのかという声が聞かれる。日本での会
計士制度は、法的には 1927 年の計理士法に
よってようやく成立したが、北浦論文によ
ると、この法令以前にすでに東京海上火災
が 1916 年に会計事務所を設けて独自に会
計プロフェッション監査を導入する例がみ
られたという。それは同社専務の各務鎌
吉・平生釟三郎らがいずれも英国勤務歴を
もち、英国勅許会計士制度の有用性を認識
していたことに起因しており、東京海上は
債権者という優位な立場を利用できたがゆ
えに電力会社のような貸付先に対し会計プ
ロフェッション監査を融資の条件とし、そ
の結果、会計監査制度は徐々に受け入れら
れていったのだという。ますます多額の資
金を必要とした電力会社は、電力外債を発
行する際にも日本に進出し始めていた英米
系会計プロフェッションの監査を受けるこ
とになり、その監査報告が外国の社債引受
会社に伝えられ、その結果、電力会社は在
外の社債引受会社の経営介入を招くことに
なる。さらに 1930 年代になると、会計プロ
フェッション監査は東京海上以外の三井銀
行その他の国内金融機関によっても利用さ
れるようになっていく。計理士法制定以前
から、各務や平生といった著名な企業家に
よって、すでに会計監査が導入されていた
のは興味深い事例である。 
 
